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１．受 理 番 号  請願第６号 

 

２．受理年月日  令和８年９月１日 

 

３．請願の件名   

 

地域の声を十分に聴き、地域の実情に応じた大津市立幼稚園の再編等を検討

することを求める請願 

 

４．紹 介 議 員 

 

草川  肇、林  まり、柏木敬友子、小島 義雄、中川 哲也 

 

５．付託委員会  教育厚生常任委員会 

 

６．請 願 趣 旨  別紙のとおり 
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【別 紙】 

 

[請願趣旨] 

令和８年６月、大津市立幼稚園再編等検討委員会から、「大津市立幼稚園の再編

等について」の答申が、大津市長及び大津市教育委員会に提出されました。今後、

大津市において、この答申を踏まえた大津市立幼稚園再編等計画の策定が進められ

ます。 

答申では、市立幼稚園が、幼稚園教育を提供するだけでなく、小学校との円滑な

接続、地域の特色を生かした教育、未就園児とその保護者への支援、一時預かり保

育、特別な配慮を必要とする子どもの受入れなど、地域の子育て支援及び就学前教

育において重要な役割を果たしてきたことが示されています(答申 26～31頁)  

また、答申では、市立幼稚園の再編等の検討に当たり、「園児数や施設の老朽化

だけを判断材料として画一的に統廃合を進めていく」ことによって、教育の質、通

園の利便性、地域における就学前教育の機会の確保などに問題が生じることが想定

されると指摘されています(答申 32 頁)。その上で、再編等の検討に当たっては、

「園児数の推移だけで判断していくのではなく、教育的観点や地域性などを総合的

に判断していく必要がある」とされています(答申 46頁)  

一方、再編等検討委員会による説明会以降、中央学区、上田上学区をはじめとす

る地域や、幼稚園の保護者会、卒園児の保護者等から、市立幼稚園の再編等に関す

る意見書や要望書が提出されています。 

これらの意見書や要望書には、市立幼稚園が地域の中で果たしてきた役割や、地

域の子育て支援・就学前教育の拠点を将来にわたって維持してほしいという願いが

示されています。 

市立幼稚園の再編等は、現在の在園児とその保護者だけに関わる問題ではありま

せん。これから地域で子どもを産み育てる家庭、未就園児とその保護者、卒園児、

地域住民、小学校、地域の就学前教育・保育施設など、地域全体の将来に関わる重

要な問題です。 

答申では、市立幼稚園の再編等について、中学校区を基本として検討することが

示されています(答申 38 頁)。その理由として、小中学校や地域とのつながりに加

え、今後の地域内の就学前施設同士のつながりについても考慮することが示されて

います。 

しかし、中学校区を検討の基本単位とすることと、市内一律に「一中学校区に一

幼稚園」とすることは同じではありません。むしろ、答申が示すように、再編等に
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ついては、園児数の推移だけではなく、教育的観点や地域性などを総合的に判断す

ることが必要です(答申 46頁)  

人口の推移、地理的条件、交通事情、周辺の就学前施設の配置、保育ニーズ、園

が担ってきた子育て支援機能、地域とのつながり、施設や園庭の状況、歴史的背景

などは地域によって異なり、利用者や地域住民の願いも一様ではありません。 

したがって、大津市立幼稚園再編等計画の策定に当たっては、答申を踏まえると

ともに、説明会以降に地域、保護者、利用者等から寄せられた意見や要望を十分に

聴き、地域ごとの実情に応じて丁寧に検討する必要があります。 

また、市立幼稚園の存続、幼稚園型又は幼保連携型認定こども園への移行、公立

幼稚園と公立保育園との連携、預かり保育や未就園児支援の充実など、地域の子育

て支援・就学前教育の拠点機能を維持・充実するための多様な方策についても、地

域ごとに柔軟に検討することが求められます。よって、大津市議会におかれては、

地域、保護者及び利用者の声を十分に受け止め、地域の子育て支援・就学前教育の

拠点機能を維持・充実する観点から、大津市立幼稚園の再編等について十分に議論

し、下記の事項を実施するよう市に求めていただきたく、請願いたします。 

 

[請願事項] 

１ 大津市立幼稚園再編等計画の策定に当たっては、大津市立幼稚園再編等検討

委員会の答申に加え、説明会以降に地域、保護者、利用者等から提出された意

見書、要望書その他の意見を十分に聴取し、その内容を踏まえて検討すること。 

２ 大津市立幼稚園の再編等について、市内一律に「一中学校区に一幼稚園」と

することを前提とせず、教育的観点、地域の子育て支援・就学前教育の拠点機

能、地域性、利用者の実情、通園環境及び周辺の就学前施設の状況等を総合的

に考慮し、地域ごとに柔軟に検討すること。 

３ 計画を決定する前に、関係する地域、保護者及び利用者に検討内容を丁寧に

説明し、意見を聴く機会を設けるとともに、寄せられた意見や要望をどのよう

に検討したのかを明らかにすること。 

 

 


